
新たな障害保健福祉施策体系を構築する

24



新しい給付等の体系（総合的な自立支援システム）

25

障害者介護給付 埜籬&

迥齟^i尿,，:忌;は:";阳乩总;、：•

障害者

障害者自立支援給付

【基本事業】； E選択事網匚— ヽ
・地域相談支援基澤 ・介議型靈奏.：.，・」

•移勤支援事梟パ・/ -,自立玄援璽馨業筹^j
:コミュオー凉站事:業一い1；■':,瓷疔—」

“•'居住友援事縈"

・日常生活用具給付事業.■

ひ

自立訓練（機能、生活） 

就労移行支援 

要支援障害者雇用 

居住支援（上記付随） 

補装具

:订:;:忖沁旳vm:》地域生活支援事業

支援

.都道府県］1
人材育戒事業

V

広域支後事業，.



施設体系・事業体系の見直し

＜見直しの方針〉

〇 「地域生活支援」、「就労支援」といった新たな課題への対応するため、自立訓練や就労移行支援等の地域生活への移行へ資 

する機能を強化するための事業を実施する。

〇入所期間の長期化など本来の施設の機能と入所者の実態の乖離を解消するため、サービス体系を機能に着目して再編し、効 

果的・効率的にサービスが提供できる体系を確立する。 

＜現 行〉

ヽ
重症心身障害児施設 

（年齢超過児）

進行性筋萎縮症療養等給付事業

S 「身体障害者療護施設

更生施設（身体•知的）

授産施設（身体•知的•精神） 

小規模授産施設（身体・知的・精神）

福祉工場（身体・知的•精神）

精神障害者生活訓練施設

日中活動の場

＜見直し後〉

以下から ないし複数の事業を選択

な活療養事業加）

（生活維持・向上、医療型）

生活福祉事業 

（生活維持・向上、福祉型）

く自立訓練事業（通過型） 

j（機能訓練・生活訓練）

就労移行支援事業（通過型）

（就労移行支援）

住まいの場

障害者支援施設（※彳）

又は

居住支援サービス 

（ケアホーム、グループホ 

ー厶、福祉ホー厶の機能）

精神障害者地域生活支援センター 

（デイサービス部分）

要支援障害者雇用事業

（就労継続支援）

デイサービス 事業

地域生活支援事業）

ヽ

ノ
障害者デイサービス

医療施設において実施。 探2障害者支援施設はいずれも第1種社会福祉事業。



再編後の各事業の目的等

※重度精神障害者の入院施設は、精神病床の機能分化で対応。

生活療養事業 

（身体）

常時介護を要する重度の障害者に対し、療養上の管理、看護、医学的管理下 

における介護その他日常生活の世話を行う事業（医療施設で実施）

生活福祉事業 

（身体・知的）

障害者支援施設等において常時介護を要する重度の障害者に対し、介護その 

他日常生活上の世話を行う他、レクリエーション、創作的活動、就労的活動 

など必要な便宜を与える事業

自立訓練事業（機能訓練） 

（身体）

身体機能に障害のある者に対し、有期限のプログラムに基づき、必要な治療 

やリハビリを行うとともに、独立生活に必要な訓練を行う事業

自立訓練事業（生活訓練） 

（知的・精神）

知的障害者又は精神障害者でその障害の状態から自立生活が困難な者に対 

し、有期限のプログラムに基づき、地域での生活を営む上での必要な訓練を 

行い、地域生活への移行を促進する事業

就労移行支援事業 

（身体•知的•精神）

企業等や就労すること又は自ら就労を行うことを希望する障害者に対し、有 

期限のプログラムに基づき、職場実習等の訓練を通じて一般企業等への就労 

に向けて、必要な知識、能力を育むための訓練を行う事業。

要支援障害者雇用事業 

（身体・知的•精神）

一般企業での就労が困難な障害者を雇用し、その者の職業遂行を支援し、よ 

って障害者の職業能力の向上を図る事業



就労移行支援事業のイメージ

•障害者ごとに支援計画を作成し、それに基づき、企業等での就労を目指した訓練を実施。

■有期限のプログラムを組み、作業訓練から就職活動まで一貫した支援を行うことにより、就労へ結びつけ 

るととともに、就職後も引き続き支援を行うことにより、定着を図る。

2
8

作業訓練機能

就労移行支援事業者

マッチング機能

就
職
を
目
指
す
障
害
者

作業を活動を通して就職に 

向けた訓練を実施。

〇職業準備訓練の実施

（例）

・基礎体力をつける。

•対人関係を築く。

■仕事の責任を理解する。 

〇施設外授産 

〇体験実習

企業と利用者を 

つなぐことにより 

就職に結びつけ 

る6

〇職埸開拓等の 

実施

〇適性にあった 

職場探しの援助

就職後の支援により 

職場定着を図る。

〇就職した障害者へ 

の助言、相談

〇就職後の事業所 

への助言、相談

個別の支援プログラムに基づき、段階に応じて支援

企
業
等
で
の
就
労
へ
の
円
滑
な
移
行

ヽ

※障害者就業•生活支援センターを併設することにより、より効果的な支援を実施



要支援障害者雇用事業のイメージ

通常の企業で雇用されることが困難な障害者を雇用するとともに、職業遂行を支援し、職業能力の向上を図るため 

の訓練を行う事業。

障害者ごとに作業能力等が向上するよう支援計画を策定し、職業能力の向上のための訓練を実施する。

施設要件や人員要件等の規制を緩和（サービス業など業種の拡大を図るとともに、収益性を高めることが可能とな 

る〇 ） 〇

現 行（福祉工場）》 《見直し後》

WWW

（補助対象）

事業部分!A 支歸分.

従業員（障害者）

20危以上

指導員等 8 （4）名 事
業
費
補
助

現行の人数 

要件を緩和 
（現行20人）く

従業員（営業職員等） 

（障害者以外の従業員 

を一定割合認める）

（給付対象） 
A

従業員（障害者）

臂設

厂

員

障害者ごとの支援の 

必要度に応じた支援 

費を支給。



多 型 能 機 の イ メ ジ

〇人口規模の小さい市町村等での対応のため、地域特性を踏まえた柔軟な運営が可能となるよう、複数 

の機能のサービスを実施する多機能型を認める。

〇サービスの質の確保の観点から、タイプ別に最低のユニット（定員）の基準を設けるとともに、共通のカリ 

キュラムを除き、原則としてユニット単位でサービスを提供。

既存施設 ---------- 多機能型 ---------

生活福祉事業（1ユニットあたりX人）

同
一
の
施
設
に
混
在
し
て
い
る

•常時保護を要する重度の障害者

•地域生活へ移行するために訓練が 

く 必要な者

•適切な訓練により一般企業等への就

労移行が可能な者

職員配置ロ:「 

必要な設備等

・作業場 •休憩室等

自立訓練事業（1ユニットあたりy人）_ 

職員配置〇:1 
必要な設備等

■炊事、洗濯、掃除等日常生活を送るために必要な設備 

・面接室 

就労移行支援事業（1ユニットあたりz人）※

職員配置△：■!

必要な設備等

•作業場 ・休憩室等 

※利用者を就労へ移行させた実績等を要件とする。



3

障害者支援施設の報酬体系のイメージ

ヽヽ、種類 

報酬体系ヽヽ、

日中活動面の評価

〇生活療養事業 

〇生活福祉事業

障害程度に応じた評価

夜間介護面の評価障害程度に応じた評価

居住面の評価

〇自立訓練事業

（機能訓練、生活訓練）

〇要支援障害者雇用事業 

〇就労移行支援事業

個
々
の
施
設 

ご
と
に
評
価

0

ご
と
に
評
価

個
々
の
施
設

障害程度に応じた評価 障害程度に応じた評価

（沁

欲）

I................ I I~~~r"~r~lは、介護給付

は、自立支援給付

（※丿夜間介護面の評価や居住面の評価は就労移行支援事業のみ



障害者の居住支援サービスの見直し

f重度
▲

個
別
給
付

i
i

＜現行〉 ＜見直し後〉

身休障害者のケアホーム、グループホームの要否については今後検討。探

—
►

幽
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障害者の居住サポート体制の整備

※地域支援事業の基本事業と位置づけ、障害保健福祉圏域ごとの相談支援事業者が実施。



「補装具給付事業」と「日常生活用具給付事業」のイメージ

【現 行】

利用者 負担（応能 負担）

補装具給付事篥 日常生活用具給付事篥
・肢体不自由者向 ■肢体不自由者向

-義肢、装具、車いす、電動車いす 等 -浴槽、体位変換器、 移動用リフト 等
•視覚障害者向 •視覚障害者向
f盲人安全つえ、義眼、遮光眼鏡 等 f視覚障害者用ポ-タ九レコ-ダ-、点字ディス九イ等

■聴覚・音声言語障害者向 ・聴覚■音声言語障害者向
補聴器、人工喉頭 i聴覚障害者用情報受信装置、携帯用会話補

•内部障害者向 助装置等
fストマ用装具 ・内部障害者向

-電気式たん吸引器等

34

:〇次のような視点で、給付品目の見直しを行う。

! ■失われた身体部位、損なわれた身体機能を補完•代替し、日常生活上の活動能力筹を
・ 確保する上で必須となるもの 一 補装具

■ ・日常生活上の一定の利便性を図るものT日常生活用具

・〇その上で、補装具給付を「障害者自立支援給付」に、日常生活用具給付を「地域生活支援事集」に位置づける。



給付等体系と事業体系の関係

複数のサービスが必要な者、長期入所•入院から地域生活に移行する者など計画的なプログラムに基づく自立 
支援を必要とする者等に係る個別の「自立支援計画」の策定費として支援計画策定費を給付する。

探2現在、同一の事業であっても、障害別に支給要件等が異なるものについては、基本的に共通のものとする。（例 
えば、精神障害の短期入所について、入院予防等、本人の心身の状況に応じて利用が可能となるようする等）

給付等体系 事業体系

介護給付 訪問介護 ホームヘルプサービス

通所介護 各通所事業（地域生活支援事業を除く）

短期入所 ショートスティ

重度障害者包括支援 重度障害者包括サービス

ケア付き居住支援 障害者支援施設、ケアホーム

自立支援給付 自立訓練 自立支援事業（機能訓練•生活訓練）

就労移行支援 就労移行支援事業

就労継続支援 要支援障害者雇用事業

居住支援（上記に付 

随）
グループホーム

補装具

地域生活支援

事業
市町村基本事業 地域相談事業

相談支援事業、権利擁護事業、本人活動 

支援事業、デイサービス事業（憩い、生きが 

い）等

移動支援事業 ガイドヘルプ事業、リフト付福祉バス事業等

コミュニケ-ション支援事業
手話通訳派遣事業、盲ろう者向け通訳等 

派遣事業等

居住支援事業 住居提供事業（福祉ホーム等）

日常生活用具

都道府県基本事業 人材育成事業
手話通訳者養成・研修事業、身体障害者 

相談員活動事業等

広域支援事業

広域相談支援事業、住居確保事業（福祉 

ホーム、居住サポート事業等）、視聴覚障 

害者情報提供施設事業等

市町村選択事業 介護型事業 訪問入浴サービス事業等

自立支援型事業 生活訓練事業、職親委託事業等

35



雷

就労支援に係るサービスマネジメント体制

障害者に応じた進路先•支援の選択

ハローワーク

地域障害者就労支援チーム

ゝへZ

7 ゝ 相談支援事業者

構成員

■ハローワーク

■市町村

（相談支援事業者） 

•・職業訓練校

•養護学校

・就労移行支援事業者 

等

やヽ、

5 サービス調整会議
ペ仁

構成員

ヽヽ、 ■市町村
\、'ト、

（相談支援事業者）
ト'ヽ ・自立訓練事業者
ト、 ・養護学校

ミ' !ヽ、 ミ、' 等

1/

・各障害者の進路等 

への助言、指導

施設退所者養議学校新卒者離職者等、

今後の進路先•支援の相談



極めて重度の障害者を包括的に支える仕組み

V基本的な考え方〉

〇一定の要件を満たす者が、自立支援計画に基づき、複数のサービスを適切に確保する仕組み（必要な 

サービス提供事業者の確保・調整等を利用者が行わなくとも事業者によって行われる仕組み）。
〇緊急のニーズに際して、その都度、支給決定を経ることなく臨機応変に対応が可能となる。

〇サービスの種類や量にかかわらず、一定額の報酬を支払う仕組みとし、各種サービスの単価の設定や 

利用サービスの種類や量を自由に設定できる仕組みとする。

＜対象者のイメージ〉

身体:ALS等の極めて重度の障害者であって専門機関が判定した者

知的:強度行動障害のある極めて重度の障害者であって専門機関が判定した者 

精神:極めて重度の障害者であって専門機関が判定した者

37 医
療
機
関

サ

要

に

応

じ

て

連

携

…

;

「

一定の要件を満たす事業者※

① ケアマネジメント機能（複数の事業者のサービスの調 
整等）

② 24時間の連絡•対応体制

③ 必要なサービスを十分提供できる体制

（単独提供型）

自ら必要なサービスを提供できる

（チーム提供型）

必要なサービスを提供できる複数の事業者とチーム 
を組冷で提供できる

単独又はチームを組んで提供

⑤包括報酬 

の支払い

③利用決定

重 
度 
IpAAii

暑

相
談
支
援 

事
業
者

①相談・サービ 

スプラン作成

④サービス提供

I※相談支援事業者が行うことも想定

市 
町 
村



児童福祉施設体系・事業体系の見直し

V見直しの方針〉

〇措置権については、原則として都道府県から市町村に移讓し、大人の障害者と同様の制度に改める。

（※被虐待等の要保護性を有する障害児への入所について、現在、国会に法案が提出されている児童虐待防止対策を含む 

児童福祉法改正の動向を踏まえた上で、概ね5年後の施行を目途に3年間以内に結論を得る。）

〇さまざまな年齢や障害程度の異なる児童が混在するなど、本来の施設の機能と入所児の実態の乖離を解消するため、サービ 

ス体系を機能に着目して再編し、効果的•効率的にサービスが提供できる体系を確立する。（措置権移譲と同時期に着手）

〇教育と連携を図りつつ「発達支援•育児支援システム」を体系的に整備していくため、親の障害受容を促すための事業や適 

切な発達を確保していくための事業を実施する。

＜現 行〉

ヽ

＜見直し後〉

肢体不自由児施設

c—日中活動の場---------- ヽ
住まいの場

盲ろうあ児施設

重症心身障害児施設

知的障害児施設

自閉症児施設

知的障害児通園施設

概
ね5
年
程
度
か
け
て
新
体
系
へ
移
行

障害児ディサービス
丿

以下から ないし複数の事業を選択

G 活療養事業（※リ 

（生活維持•向上、医療型）

生活福祉事業

（生活維持•向上、福祉型）

機能訓練事業（通過型）

（リハビリ）

子育て支援事業（通過型）

（育児支援）

護 事

（虐待対応）

業
)

医療施設において実施。

牛

障害児支援施設俠2）

\___________________丿
探2施設は第1種社会福祉事業。



病床の機能分化のイメージ

39

患
者
数

急性期医療（専門分化） 

の体制整備に伴う早 
期退院の促進

—・現在の退院曲線

適切な人員配置の 

確保など、入院医療 
の質の向上

住まいと生活支援のメニュー 

活動のメニュー

〜入院期間1年未満の退院患、 

I者の自宅復帰率は高い J

集中的な社会復帰り 
ハビリによる社会的入 
院予備群の退院促進

社会復帰

包括的な地域生活支援
1 8 期稱 ま

■!：：：：：：：：! 劇尚 對

痴呆在宅・gh&
精神障害者グループホーム（福祉施設） ] 宀
地域生活支援の充実（介護行政との連携）! 入院期間

は、病棟•ユニット単位で分化の促進及び評価を進めていく。



救急医療システムの考え方（案）

一般救急（既存）

救急医療情報センター

精神科救急（案）

精神科救急情報センター

4

第三次救急医療施設（24時間）

■高度救命救急センター

・救命救急センター

第二次救急医療施設（休日•夜間）

•病院群輪番制病院

・共同利用型病院

i精神科救急医療センター •；

!（仮称） ；

精神科救急医療施設 

•精神科病院群輪番制 

■応急入院指定病院等

初期救急医療施設（休日•夜間） 

・休日夜間急患センター

■在宅当番医制

精神科初期救急医療施設

•精神科病院

・診療所



実地指導に基づく改善計画の公表の仕組み（案）
（現行:精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第三十八条の七）

現行

都道府県による実地指導

案

都道府県による実地指導

入院患者の処遇 

が基準に合致しな 

い、または不適当

入院患者の処遇 

が基準に合致しな 

い、または不適当

七 厚生労働大臣又は都道府県知事が管理者に 

対し「改善計画の提出」「改善計画の変更」「処 

遇の改善のために必要な措置」を命令 

厚生労働大臣又は都道府県知事が管理者に 

対し「改善計画の提出」「改善計画の変更」「処 

遇の改善のために必要な措置」を命令

,命令に従わない 命令に従わない

改善計画等の内容を公表

厚生労働大臣又は都道府県知事が管理者に 

対し、期間を定めて精神障害者の入院に係る 

医療の提供の全部又は一部を制限するよう命 

令

厚生労働大臣又は都道府県知事が管理者に 

対し、期間を定めて精神障害者の入院に係る 

医療の提供の全部又は一部を制限するよう命 

令
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